
 

重要事項説明書 

 

１ 事業の目的 

 （一） 事業の目的 

   社会福祉法人英楽会が開設する楓林花の里居宅介護支援事業所が行う指定居宅介護

  支援事業の適正な運営を確保するために、人員及び管理運営に関する事項を定め、事

  業所の介護支援専門員が、要介護状態又は要支援状態にある高齢者に対し、適正な指

  定居宅介護支援を提供することを目的とする。 

   

 （二） 運営方針 

  ・事業所の介護支援専門員は、要介護者等の心身の特性を踏まえて、その有する能力

  に応じ自立した日常生活を営むことができるように配慮して行う。 

  ・事業の実施にあたっては、利用者の心身の状況やその環境に応じて、利用者の意向

  を尊重し、適切な保健医療サービス及び福祉サービスが、多様な事業者から、総合的

  かつ効率的に提供されるよう配慮して行う。 

  ・事業の実施にあたっては、利用者の意思及び人格を尊重し、特定の種類又は特定の

  居宅サービス事業者に不当に偏ることのないよう公正中立に行う。 

  ・事業の実施にあたっては、関係市町村、地域包括支援センター、他の指定居宅介護

  支援事業者、介護保険施設等との連携に努める。   

 

２ 職員の職種、人数、及び職務内容 

 （一）管理者：１名（介護支援専門員と兼務）       

事業所の従業者の管理及び業務の管理を一元的に行う。 

                                        

 （二）介護支援専門員：３名【常勤兼務職員 1名（管理者と兼務）、  

               常勤専従職員 2名】 

 

３ 営業日及び営業時間 

 （一）営業日 

   月曜日から金曜日、ただし、祝日、１２月２９日から１月３日までを除く。 

 （二）営業時間 

   午前９時から午後５時 
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４ ケアサービスの提供方法、内容 

 （一）利用者の相談を受ける場所 楓林花の里１階面談室 

 （二）使用する課題分析票の種類 包括的自立支援プログラム、MDS－HC、 

その他当該事業所作成課題分析手法 

 （三）介護支援専門員の居宅訪問頻度 月 1回、ただし利用者及び家族等の都合により

                   訪問できない場合、電話にて対応する。 

 

５ 利用料及びその他の費用 

  居宅サービス計画作成の報酬 

   介護保険で定める介護報酬の告示上の額  

  

６ 通常の事業の実施区域 

  名古屋市緑区内 

 

７ 苦情申立の制度 

  （当施設における苦情相談窓口）ご利用時間 9：00～17：00（土日祝日除く） 

苦情受付担当者： 林 史典  苦情解決責任者 松尾 太郎 

  連絡先： ＴＥＬ （０５２）６２５－０２９４ 

       ＦＡＸ （０５２）６２５－５２９４  

 

（第三者委員） 

  社会福祉法人 名古屋市社会福祉協議会 福祉サービス苦情相談センター 

  連絡先： 名古屋市北区清水四丁目 17－1 名古屋市総合社会福祉会館 5階 

       ＴＥＬ （０５２）９１０－７９７６ 

       ＦＡＸ （０５２）９１０－７９７７ 

 

  （行政機関その他の苦情受付機関） 

  愛知県国民健康保険団体連合会 

連絡先： 名古屋市東区泉一丁目 6番 5号 国保会館 7階 

ＴＥＬ （０５２）９７１－４１６５ 

       ＦＡＸ （０５２）９６２－８８７０ 

 

  名古屋市健康福祉局高齢福祉部介護保険課 東桜分室 

  連絡先：名古屋市東区東桜一丁目 14番 11号 DPスクエア東桜 8階  

ＴＥＬ （０５２）９５９－３０８７ 

ＦＡＸ （０５２）９５９－４１５５ 
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８ 虐待の防止のための措置 

 事業所は、虐待の発生又はその再発を予防するため、次の措置を講じます。 

(1)事業所における虐待の防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催するとと 

もに、その結果について周知徹底を図ります。 

(2)事業所における虐待防止のための指針を整備します。 

(3)事業所において、虐待の防止のための研修を定期的に（年 1回以上）実施します。 

(4)前三号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を配置します。 

 

９ 身体的拘束及びその他の行動の制限に関する措置 

(1)事業所は、利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を 

除き、身体的拘束及び行動を制限する行為は行いません。 

(2)事業所は、利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合に 

おいて、身体的拘束及び行動を制限する行為を行うに際しては、施設が別に定める「身体拘束廃 

止委員会」に規定する手続きにより行うとともに、常にその解除について努めます。 
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重要事項説明書 別紙１ 

１ ご利用者（甲）は、ケアマネージメント契約書の第 6条～第 8条に定める居宅サー

ビス計画の作成にあたって、介護支援専門員（丙）に対して複数の指定居宅サービ

ス事業者等の紹介を求めることができます。 

 

２ ご利用者（甲）は、ケアマネージメント契約書の第６条～第７条に定める居宅サー

ビス計画原案の内容について、指定居宅サービス事業者等の選定理由の説明を介護

支援専門員（丙）に対して求めることができます。 

 

３ ご利用者（甲）が病院又は診療所に入院する必要が生じた場合には、担当の介護支

援専門員の氏名及び連絡先を入院先にお知らせ下さい。そのため介護支援専門員の

連絡先等を介護保険被保険者証や健康保険被保険者証、お薬手帳等と合わせて保管

していただけるようお願い致します。  


